
（参考）参照条文

【生活保護法 （昭和25年法律第 144号）（抄）】

（葬祭扶助）

第十八条 葬祭扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対して、左に

掲げる事項の範囲内において行われる。

一 検案

二 死体の運搬

三 火葬又は埋葬

四 納骨その他葬祭のために必要なもの

２ 左に掲げる場合において、その葬祭を行う者があるときは、その者に対して、前項各号の葬

祭扶助を行うことができる。

一 被保護者が死亡した場合において、その者の葬祭を行う扶養義務者がないとき。

二 死者に対しその葬祭を行う扶養義務者がない場合において、その遺留した金品で、葬祭を

行うに必要な費用を満たすことのできないとき。

（遺留金品の処分）

第七十六条 第十八条第二項の規定により葬祭扶助を行う場合においては、保護の実施機関は、

その死者の遺留の金銭及び有価証券を保護費に充て、なお足りないときは、遺留の物品を売却

してその代金をこれに充てることができる。

２ 都道府県又は市町村は、前項の費用について、その遺留の物品の上に他の債権者の先取特権

に対して優先権を有する。

【生活保護法施行規則（昭和 25年厚生省令第 21号）（抄）】

（遺留金品の処分）

第二十二条 保護の実施機関が法第七十六条第一項の規定により、遺留の物品を売却する場合に

おいては、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百三十四条第一項に規定する一般

競争入札、指名競争入札、随意契約又はせり売りの方法により契約を締結しなければならない。

２ 保護の実施機関が法第七十六条の規定による措置をとつた場合において、遺留の金品を保護

費に充当して、なお残余を生じたときは、保護の実施機関は、これを保管し、速やかに、供託

を行い、又は相続財産管理人の選任を家庭裁判所に請求し、選任された相続財産管理人にこれ

を引き渡さなければならない。ただし、これによりがたいときは、⺠法第四百九⼗四条の規定

に基づき当該残余の遺留の金品を供託することができる。

３ 前項の場合において保管すべき物品が滅失若しくはき損のおそれがあるとき、又はその保管

に不相当の費用若しくは手数を要するときは、これを売却し、又は棄却することができる。そ

の売却して得た金銭の取扱については、前項と同様とする。

【墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第 48号）（抄）】
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第九条 死体の埋葬⼜は⽕葬を⾏う者がないとき⼜は判明しないときは、死亡地の市町村⻑が、

これを行わなければならない。

２ 前項の規定により埋葬又は火葬を行つたときは、その費用に関しては、行旅病人及び行旅死

亡人取扱法（明治三十二年法律第九十三号）の規定を準用する。

【行旅病人及行旅死亡人取扱法 （明治32年法律第93号）（抄）】

第一条 此ノ法律ニ於テ行旅病人ト称スルハ歩行ニ堪ヘサル行旅中ノ病人ニシテ療養ノ途ヲ有セ

ス且救護者ナキ者ヲ謂ヒ行旅死亡人ト称スルハ行旅中死亡シ引取者ナキ者ヲ謂フ

住所、居所若ハ氏名知レス且引取者ナキ死亡人ハ行旅死亡人ト看做ス

前二項ノ外行旅病人及行旅死亡人ニ準スヘキ者ハ政令ヲ以テ之ヲ定ム

第七条 行旅死亡人アルトキハ其ノ所在地市町村ハ其ノ状況相貌遺留物件其ノ他本人ノ認識ニ必

要ナル事項ヲ記録シタル後其ノ死体ノ埋葬又ハ火葬ヲ為スベシ

墓地若ハ火葬場ノ管理者ハ本条ノ埋葬又ハ火葬ヲ拒ムコトヲ得ス

第九条 行旅死亡人ノ住所、居所若ハ氏名知レサルトキハ市町村ハ其ノ状況相貌遺留物件其ノ他

本人ノ認識ニ必要ナル事項ヲ公署ノ掲示場ニ告示シ且官報若ハ新聞紙ニ公告スヘシ

第十一条 行旅死亡人取扱ノ費用ハ先ツ其ノ遺留ノ金銭若ハ有価証券ヲ以テ之ニ充テ仍足ラサル

トキハ相続人ノ負担トシ相続人ヨリ弁償ヲ得サルトキハ死亡人ノ扶養義務者ノ負担トス

第十三条 市町村ハ第九条ノ公告後六十日ヲ経過スルモ仍行旅死亡人取扱費用ノ弁償ヲ得サルト

キハ行旅死亡人ノ遺留物品ヲ売却シテ其ノ費用ニ充ツルコトヲ得其ノ仍足ラサル場合ニ於テ費

用ノ弁償ヲ為スヘキ公共団体ニ関シテハ勅令ノ定ムル所ニ依ル

【行旅病人死亡人等ノ引取及費用弁償ニ関スル件（明治32年勅令第 277号）（抄）】

第一条 行旅病人及行旅死亡人取扱法第五条及第十三条ノ公共団体ハ行旅病人行旅死亡人若ハ其

ノ同伴者ノ救護又ハ取扱ヲ為シタル地ノ道府県トス

② 前項ノ規定ニ拘ラズ行旅病人行旅死亡人若ハ其ノ同伴者ノ救護又ハ取扱ヲ為シタル地方自治

法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項ノ指定都市ハ地方自治法施行

令（昭和二十二年政令第十六号）第百七十四条の三十ノ定ムル所ニ依リ行旅病人及行旅死亡人

取扱法第五条及第十三条ノ公共団体トス

③ 第一項ノ規定ニ拘ラズ行旅病人行旅死亡人若ハ其ノ同伴者ノ救護又ハ取扱ヲ為シタル地方自

治法第二百五十二条の二十二第一項ノ中核市ハ地方自治法施行令第百七十四条の四十九の六ノ

定ムル所ニ依リ行旅病人及行旅死亡人取扱法第五条及第十三条ノ公共団体トス

【地方自治法（昭和 22年法律第 67号）（抄）】

（契約の締結）

- 21-



第二百三十四条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又

はせり売りの方法により締結するものとする。

２ 前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに限り、

これによることができる。

３ 普通地方公共団体は、一般競争入札又は指名競争入札（以下この条において「競争入札」と

いう。）に付する場合においては、政令の定めるところにより、契約の目的に応じ、予定価格の

制限の範囲内で最高又は最低の価格をもつて申込みをした者を契約の相手方とするものとする。

ただし、普通地方公共団体の支出の原因となる契約については、政令の定めるところにより、

予定価格の制限の範囲内の価格をもつて申込みをした者のうち最低の価格をもつて申込みをし

た者以外の者を契約の相手方とすることができる。

４・５ （略）

６ 競争入札に加わろうとする者に必要な資格、競争入札における公告又は指名の方法、随意契

約及びせり売りの手続その他契約の締結の方法に関し必要な事項は、政令でこれを定める。

【地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）（抄）】

（指名競争入札）

第百六十七条 地方自治法第二百三十四条第二項の規定により指名競争入札によることができる

場合は、次の各号に掲げる場合とする。

一 工事又は製造の請負、物件の売買その他の契約でその性質又は目的が一般競争入札に適し

ないものをするとき。

二 その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必要がないと認

められる程度に少数である契約をするとき。

三 一般競争入札に付することが不利と認められるとき。

（随意契約）

第百六十七条の二 地方自治法第二百三十四条第二項の規定により随意契約によることができる

場合は、次に掲げる場合とする。

一 売買、貸借、請負その他の契約でその予定価格（貸借の契約にあつては、予定賃貸借料の

年額又は総額）が別表第五上欄に掲げる契約の種類に応じ同表下欄に定める額の範囲内にお

いて普通地方公共団体の規則で定める額を超えないものをするとき。

二 不動産の買入れ又は借入れ、普通地方公共団体が必要とする物品の製造、修理、加工又は

納入に使用させるため必要な物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が競争入札に適

しないものをするとき。

三・四 （略）

五 緊急の必要により競争入札に付することができないとき。

六 競争入札に付することが不利と認められるとき。

七 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき。

八 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき。

- 22-



九 落札者が契約を締結しないとき。

２・３ （略）

４ 前二項の場合においては、予定価格又は落札金額を分割して計算することができるときに限

り、当該価格又は金額の制限内で数人に分割して契約を締結することができる。

（せり売り）

第百六十七条の三 地方自治法第二百三十四条第二項の規定によりせり売りによることができる

場合は、動産の売払いで当該契約の性質がせり売りに適しているものをする場合とする。

別表第五（第百六十七条の二関係）

一 工事又は製造の請負

都道府県及び指定都市 二百五十万円

市町村（指定都市を除く。以下この表において同じ。） 百

三十万円

二 財産の買入れ
都道府県及び指定都市 百六十万円

市町村 八十万円

三 物件の借入れ
都道府県及び指定都市 八十万円

市町村 四十万円

四 財産の売払い
都道府県及び指定都市 五十万円

市町村 三十万円

五 物件の貸付け 三十万円

六 前各号に掲げるもの以外

のもの

都道府県及び指定都市 百万円

市町村 五十万円

【⺠法（明治 29 年 4月 27日法律第 89号）（抄）】

（供託）

第四百九十四条 弁済者は、次に掲げる場合には、債権者のために弁済の目的物を供託すること

ができる。この場合においては、弁済者が供託をした時に、その債権は、消滅する。

一 弁済の提供をした場合において、債権者がその受領を拒んだとき。

二 債権者が弁済を受領することができないとき。

２ 弁済者が債権者を確知することができないときも、前項と同様とする。ただし、弁済者に過

失があるときは、この限りでない。

（供託の方法）

第四百九十五条 前条の規定による供託は、債務の履行地の供託所にしなければならない。

２ 供託所について法令に特別の定めがない場合には、裁判所は、弁済者の請求により、供託所

の指定及び供託物の保管者の選任をしなければならない。
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３ 前条の規定により供託をした者は、遅滞なく、債権者に供託の通知をしなければならない。

（供託物の取戻し）

第四百九十六条 債権者が供託を受諾せず、又は供託を有効と宣告した判決が確定しない間は、

弁済者は、供託物を取り戻すことができる。この場合においては、供託をしなかったものとみ

なす。

２ 前項の規定は、供託によって質権又は抵当権が消滅した場合には、適用しない。

（供託に適しない物等）

第四百九十七条 弁済者は、次に掲げる場合には、裁判所の許可を得て、弁済の目的物を競売に

付し、その代金を供託することができる。

一 その物が供託に適しないとき。

二 その物について滅失、損傷その他の事由による価格の低落のおそれがあるとき。

三 その物の保存について過分の費用を要するとき。

四 前三号に掲げる場合のほか、その物を供託することが困難な事情があるとき。

（供託物の還付請求等）

第四百九十八条 弁済の目的物又は前条の代金が供託された場合には、債権者は、供託物の還付

を請求することができる。

２ 債務者が債権者の給付に対して弁済をすべき場合には、債権者は、その給付をしなければ、

供託物を受け取ることができない。

（子及びその代襲者等の相続権）

第八百八十七条 被相続人の子は、相続人となる。

２ 被相続人の子が、相続の開始以前に死亡したとき、又は第八百九十一条の規定に該当し、若

しくは廃除によって、その相続権を失ったときは、その者の子がこれを代襲して相続人となる。

ただし、被相続人の直系卑属でない者は、この限りでない。

３ 前項の規定は、代襲者が、相続の開始以前に死亡し、又は第八百九十一条の規定に該当し、

若しくは廃除によって、その代襲相続権を失った場合について準用する。

（直系尊属及び兄弟姉妹の相続権）

第八百八十九条 次に掲げる者は、第八百八十七条の規定により相続人となるべき者がない場合

には、次に掲げる順序の順位に従って相続人となる。

一 被相続人の直系尊属。ただし、親等の異なる者の間では、その近い者を先にする。

二 被相続人の兄弟姉妹

２ 第八百八十七条第二項の規定は、前項第二号の場合について準用する。

（配偶者の相続権）
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第八百九十条 被相続人の配偶者は、常に相続人となる。この場合において、第八百八十七条又

は前条の規定により相続人となるべき者があるときは、その者と同順位とする。

（相続財産法人の成立）

第九百五十一条 相続人のあることが明らかでないときは、相続財産は、法人とする。

（相続財産の管理人の選任）

第九百五十二条 前条の場合には、家庭裁判所は、利害関係人又は検察官の請求によって、相続

財産の管理人を選任しなければならない。

２ 前項の規定により相続財産の管理人を選任したときは、家庭裁判所は、遅滞なくこれを公告

しなければならない。

（不在者の財産の管理人に関する規定の準用）

第九百五十三条 第二十七条から第二十九条までの規定は、前条第一項の相続財産の管理人（以

下この章において単に「相続財産の管理人」という。）について準用する。

（相続財産の管理人の報告）

第九百五十四条 相続財産の管理人は、相続債権者又は受遺者の請求があるときは、その請求を

した者に相続財産の状況を報告しなければならない。

（相続財産法人の不成立）

第九百五十五条 相続人のあることが明らかになったときは、第九百五十一条の法人は、成立し

なかったものとみなす。ただし、相続財産の管理人がその権限内でした行為の効力を妨げない。

（相続財産の管理人の代理権の消滅）

第九百五十六条 相続財産の管理人の代理権は、相続人が相続の承認をした時に消滅する。

２ 前項の場合には、相続財産の管理人は、遅滞なく相続人に対して管理の計算をしなければな

らない。

（相続債権者及び受遺者に対する弁済）

第九百五十七条 第九百五十二条第二項の公告があった後二箇月以内に相続人のあることが明ら

かにならなかったときは、相続財産の管理人は、遅滞なく、すべての相続債権者及び受遺者に対

し、一定の期間内にその請求の申出をすべき旨を公告しなければならない。この場合において、

その期間は、二箇月を下ることができない。

２ 第九百二十七条第二項から第四項まで及び第九百二十八条から第九百三十五条まで（第九百

三十二条ただし書を除く。）の規定は、前項の場合について準用する。

（相続人の捜索の公告）
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第九百五十八条 前条第一項の期間の満了後、なお相続人のあることが明らかでないときは、家

庭裁判所は、相続財産の管理人又は検察官の請求によって、相続人があるならば一定の期間内に

その権利を主張すべき旨を公告しなければならない。この場合において、その期間は、六箇月を

下ることができない。

（権利を主張する者がない場合）

第九百五十八条の二 前条の期間内に相続人としての権利を主張する者がないときは、相続人並

びに相続財産の管理人に知れなかった相続債権者及び受遺者は、その権利を行使することができ

ない。

（特別縁故者に対する相続財産の分与）

第九百五十八条の三 前条の場合において、相当と認めるときは、家庭裁判所は、被相続人と生

計を同じくしていた者、被相続人の療養看護に努めた者その他被相続人と特別の縁故があった者

の請求によって、これらの者に、清算後残存すべき相続財産の全部又は一部を与えることができ

る。

２ 前項の請求は、第九百五十八条の期間の満了後三箇月以内にしなければならない。

（残余財産の国庫への帰属）

第九百五十九条 前条の規定により処分されなかった相続財産は、国庫に帰属する。この場合に

おいては、第九百五十六条第二項の規定を準用する。
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供託書記載例
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条
項

民
法
第
４
９
４
条
第
２
項

（
）

供
託
所
の
表
示

○
○
（
地
方
）
法
務
局

カ
ー
ド
利
用
の
方
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

供
託
者
は
，
令
和
○
年
○
月
○
日
に
死
亡
し
た
Ａ
（
住
所
：
）
に
対
し
生
活
保
護
法

第
１
８
条
第
２
項
に
基
づ
く
葬
祭
扶
助
を
支
給
し
，
同
法
第
７
６
条
第
１
項
に
基
づ
き

住
所
(
〒
○
○
○
－
○
○
○
○
）

Ａ
の
遺
留
金
品
を
葬
祭
扶
助
に
要
し
た
費
用
に
充
て
た
と
こ
ろ
，
な
お
残
余
の
遺
留
金

供
供

○
円
が
生
じ
た
の
で
，
こ
の
残
余
遺
留
金
を
Ａ
の
相
続
人
に
対
し
て
引
き
渡
す
べ
き
債

託
○
○
市
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

託
務
（
支
払
日
：
定
め
な
し
，
支
払
場
所
：
被
供
託
者
住
所
地
）
を
負
っ
て
い
る
。

者
の

こ
の
残
余
遺
留
金
を
引
き
渡
す
た
め
，
Ａ
の
相
続
人
を
調
査
し
た
が
，
相
続
人
の
氏

の
氏
名
・
法
人
名
等

原
名
及
び
住
所
が
不
明
で
あ
り
，
債
務
者
に
過
失
な
く
し
て
債
権
者
を
確
知
す
る
こ
と
が

住
○
○
市

因
で
き
な
い
の
で
供
託
す
る
。

所
別
添
の
と
お
り

た

氏
ふ
た
り
め
か
ら
は
別
紙
継
続
用
紙
に

る

名
代
表
者
等
又
は
代
理
人
住
所
氏
名

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

事実

代
表
者

○
○
市
長

○
○
○
○

住
所
(
〒

）
別
添
の
と
お
り

ふ
た
り
め
か
ら
は
別
紙
継
続
用
紙
に

●
●
県
●
●
市
●
●
区
●
●
町
●
丁
目
●
番
●
号

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

氏
名
・
法
人
名
等

Ａ
の
相
続
人

供
託
通
知
書
の
発
送
を
請
求
す
る
。

供
託
に
よ
り
消
滅

す
べ
き
質
権
又
は

抵
当
権

反
対
給
付
の
内
容

備

百
十

億
千

百
十

万
千

百
十

円
考

供
託
金
額

￥
○
○
○
○
○

供
託
者

○
○
○
○
シ

カ
ナ

氏
名

被供託者の住所氏名
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供
託
書
（
記
載
例
２
）

（
雑
）

申
請

年
月

日
令
和

○
○
年
○
○
月
○
○
日

供
託
カ
ー
ド
番
号

法
令
条
項

民
法
第
４
９
４
条
第
２
項

（
）

供
託
所
の
表
示

○
○
（
地
方
）
法
務
局

カ
ー
ド
利
用
の
方
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

供
託
者
は
，
行
旅
病
人
及
行
旅
死
亡
人
取
扱
法
第
１
４
条
に
よ
り
下
記
行
旅
死
亡
人

の
相
続
人
に
対
し
，
遺
留
金
○
円
を
引
き
渡
す
べ
き
債
務
を
負
っ
て
い
る
。

住
所
(
〒
○
○
○
－
○
○
○
○
）

供
託
者
は
，
こ
の
行
旅
死
亡
人
の
遺
留
金
に
つ
い
て
，
引
き
渡
す
べ
き
相
続
人
を
探

供
供

す
た
め
調
査
し
た
上
で
，
告
示
（
令
和
○
年
○
月
○
日
付
○
○
市
長
）
及
び
官
報
公
告

託
○
○
市
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

託
（
令
和
○
年
○
月
○
日
付
）
を
行
っ
た
が
，
相
続
人
が
現
れ
る
こ
と
は
な
く
，
そ
の
相

者
の

続
人
の
氏
名
及
び
住
所
が
不
明
で
あ
り
，
供
託
者
の
過
失
な
く
し
て
債
権
者
を
確
知
す

の
氏
名
・
法
人
名
等

原
る
こ
と
が
で
き
な
い
の
で
供
託
す
る
。

住
○
○
市

因
な
お
，
被
供
託
者
の
住
所
が
不
明
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
供
託
者
の
最
寄
り
の
供
託
所

所
別
添
の
と
お
り

た
に
供
託
す
る
。

氏
ふ
た
り
め
か
ら
は
別
紙
継
続
用
紙
に

る

名
代
表
者
等
又
は
代
理
人
住
所
氏
名

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

事
記

実
行
旅
死
亡
人
の
年
齢
・
性
別

代
表
者

○
○
市
長

○
○
○
○

人
相
・
特
徴

着
衣

上
衣

下
衣

住
所
(
〒

）
別
添
の
と
お
り

死
亡
日
時

令
和
○
年
１
月
頃

最
後
の
住
所

不
明

ふ
た
り
め
か
ら
は
別
紙
継
続
用
紙
に

死
亡
場
所

○
○
市
○
○
区
○
丁
目
○
－
○

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

氏
名
・
法
人
名
等

供
託
の
原
因
た
る
事
実
欄

供
託
通
知
書
の
発
送
を
請
求
す
る
。

供
託
に
よ
り
消
滅

記
載
の
行
旅
死
亡
人
の
相
続
人

す
べ
き
質
権
又
は

抵
当
権

反
対
給
付
の
内
容

備

百
十

億
千

百
十

万
千

百
十

円
考

供
託
金
額

￥
○
○
○
○
○

供
託
者

○
○
○
○
シ

カ
ナ

氏
名

被供託者の住所氏名
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供
託
書
（
記
載
例
３
）

（
雑
）

申
請

年
月

日
令
和

○
○
年
○
○
月
○
○
日

供
託
カ
ー
ド
番
号

法
令
条
項

民
法
第
４
９
４
条
第
２
項

（
）

供
託
所
の
表
示

○
○
（
地
方
）
法
務
局

カ
ー
ド
利
用
の
方
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

供
託
者
は
，
令
和
○
年
○
月
○
日
に
死
亡
し
た
Ａ
（
住
所
：
）
に
対
し
生
活
保
護
法

第
１
８
条
第
２
項
に
基
づ
く
葬
祭
扶
助
を
支
給
し
，
同
法
第
７
６
条
第
１
項
に
基
づ
き

住
所
(
〒
○
○
○
－
○
○
○
○
）

Ａ
の
遺
留
金
品
を
葬
祭
扶
助
に
要
し
た
費
用
に
充
て
た
と
こ
ろ
，
な
お
残
余
の
遺
留
金

供
供

○
円
が
生
じ
た
の
で
，
こ
の
残
余
遺
留
金
を
Ａ
の
相
続
人
に
対
し
て
引
き
渡
す
べ
き
債

託
○
○
市
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

託
務
（
支
払
日
：
定
め
な
し
，
支
払
場
所
：
被
供
託
者
住
所
地
）
を
負
っ
て
い
る
。

者
の

こ
の
残
余
遺
留
金
を
引
き
渡
す
た
め
，
Ａ
の
相
続
人
を
調
査
し
た
が
，
相
続
人
の
氏

の
氏
名
・
法
人
名
等

原
名
及
び
住
所
が
Ｂ
以
外
不
明
で
あ
り
，
債
務
者
に
過
失
な
く
し
て
債
権
者
を
確
知
す
る

住
○
○
市

因
こ
と
が
で
き
な
い
の
で
供
託
す
る
。

所
別
添
の
と
お
り

た

氏
ふ
た
り
め
か
ら
は
別
紙
継
続
用
紙
に

る

名
代
表
者
等
又
は
代
理
人
住
所
氏
名

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

事実

代
表
者

○
○
市
長

○
○
○
○

住
所
(
〒

）
○
別
添
の
と
お
り

ふ
た
り
め
か
ら
は
別
紙
継
続
用
紙
に

●
●
県
●
●
市
●
●
区
●
●
町
●
丁
目
●
番
●
号

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

氏
名
・
法
人
名
等

Ａ
の
相
続
人

供
託
通
知
書
の
発
送
を
請
求
す
る
。

供
託
に
よ
り
消
滅

す
べ
き
質
権
又
は

抵
当
権

反
対
給
付
の
内
容

備

百
十

億
千

百
十

万
千

百
十

円
考

供
託
金
額

￥
○
○
○
○
○

供
託
者

○
○
○
○
シ

カ
ナ

氏
名

被供託者の住所氏名
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供
託
書
（
記
載
例
４
）

（
雑
）

申
請

年
月

日
令
和

○
○
年
○
○
月
○
○
日

供
託
カ
ー
ド
番
号

法
令
条
項

民
法
第
４
９
４
条
第
１
項
第
２
号

（
）

供
託
所
の
表
示

○
○
（
地
方
）
法
務
局

カ
ー
ド
利
用
の
方
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

供
託
者
は
，
令
和
○
年
○
月
○
日
に
死
亡
し
た
Ａ
（
住
所
：
）
に
対
し
生
活
保
護
法

第
１
８
条
第
２
項
に
基
づ
く
葬
祭
扶
助
を
支
給
し
，
同
法
第
７
６
条
第
１
項
に
基
づ
き

住
所
(
〒
○
○
○
－
○
○
○
○
）

Ａ
の
遺
留
金
品
を
葬
祭
扶
助
に
要
し
た
費
用
に
充
て
た
と
こ
ろ
，
な
お
残
余
の
遺
留
金

供
供

○
円
が
生
じ
た
の
で
，
こ
の
残
余
遺
留
金
を
Ａ
の
相
続
人
で
あ
る
被
供
託
者
に
対
し
て

託
○
○
市
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

託
引
き
渡
す
べ
き
債
務
（
支
払
日
：
定
め
な
し
，
支
払
場
所
：
被
供
託
者
住
所
地
）
を
負

者
の

っ
て
い
る
。

の
氏
名
・
法
人
名
等

原
供
託
者
は
，
こ
の
債
務
を
履
行
し
よ
う
と
し
た
と
こ
ろ
，
被
供
託
者
は
数
年
来
そ
の

住
○
○
市

因
所
在
が
不
明
で
あ
り
，
連
絡
を
と
る
こ
と
も
で
き
ず
，
そ
の
所
在
を
調
査
し
た
が
こ
れ

所
別
添
の
と
お
り

た
ら
を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
た
め
，
受
領
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
な
い
の
で
供

氏
ふ
た
り
め
か
ら
は
別
紙
継
続
用
紙
に

る
託
す
る
。

名
代
表
者
等
又
は
代
理
人
住
所
氏
名

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

事実

代
表
者

○
○
市
長

○
○
○
○

住
所
(
〒

）
別
添
の
と
お
り

最
後
の
住
所

ふ
た
り
め
か
ら
は
別
紙
継
続
用
紙
に

●
●
県
●
●
市
●
●
区
●
●
町
●
丁
目
●
番
●
号

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

氏
名
・
法
人
名
等

●
●
●
●

供
託
通
知
書
の
発
送
を
請
求
す
る
。

供
託
に
よ
り
消
滅

す
べ
き
質
権
又
は

抵
当
権

反
対
給
付
の
内
容

備

百
十

億
千

百
十

万
千

百
十

円
考

供
託
金
額

￥
○
○
○
○
○

供
託
者

○
○
○
○
シ

カ
ナ

氏
名

被供託者の住所氏名
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供
託
書
（
記
載
例
５
）

（
雑
）

申
請

年
月

日
令
和

○
○
年
○
○
月
○
○
日

供
託
カ
ー
ド
番
号

法
令
条
項

民
法
第
４
９
４
条
第
１
項
第
１
号

（
）

供
託
所
の
表
示

○
○
（
地
方
）
法
務
局

カ
ー
ド
利
用
の
方
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

供
託
者
は
，
令
和
○
年
○
月
○
日
に
死
亡
し
た
Ａ
（
住
所
：
）
に
対
し
生
活
保
護
法

第
１
８
条
第
２
項
に
基
づ
く
葬
祭
扶
助
を
支
給
し
，
同
法
第
７
６
条
第
１
項
に
基
づ
き

住
所
(
〒
○
○
○
－
○
○
○
○
）

Ａ
の
遺
留
金
品
を
葬
祭
扶
助
に
要
し
た
費
用
に
充
て
た
と
こ
ろ
，
な
お
残
余
の
遺
留
金

供
供

○
円
が
生
じ
た
の
で
，
こ
の
残
余
遺
留
金
を
Ａ
の
相
続
人
で
あ
る
被
供
託
者
に
対
し
て

託
○
○
市
○
○
区
○
○
町
○
丁
目
○
番
○
号

託
引
き
渡
す
べ
き
債
務
（
支
払
日
：
定
め
な
し
，
支
払
場
所
：
被
供
託
者
住
所
地
）
を
負

者
の

っ
て
い
る
。

の
氏
名
・
法
人
名
等

原
供
託
者
は
，
こ
の
債
務
に
つ
い
て
，
令
和
○
年
○
月
○
日
，
債
務
履
行
地
で
あ
る
被

住
○
○
市

因
供
託
者
住
所
地
に
お
い
て
，
被
供
託
者
に
対
し
，
残
余
遺
留
金
○
円
を
現
実
に
提
供
し

所
別
添
の
と
お
り

た
た
が
，
受
領
を
拒
否
さ
れ
た
の
で
供
託
す
る
。

氏
代
表
者
等
又
は
代
理
人
住
所
氏
名

ふ
た
り
め
か
ら
は
別
紙
継
続
用
紙
に

る

名
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

事

代
表
者

○
○
市
長

○
○
○
○

実

住
所
(
〒

）
別
添
の
と
お
り

●
●
県
●
●
市
●
●
区
●
●
町
●
丁
目
●
番
●
号

ふ
た
り
め
か
ら
は
別
紙
継
続
用
紙
に

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

氏
名
・
法
人
名
等

●
●
●
●

○
供
託
通
知
書
の
発
送
を
請
求
す
る
。

供
託
に
よ
り
消
滅

す
べ
き
質
権
又
は

抵
当
権

反
対
給
付
の
内
容

備

百
十

億
千

百
十

万
千

百
十

円
考

供
託
金
額

￥
○
○
○
○
○

供
託
者

○
○
○
○
シ

カ
ナ

氏
名

被供託者の住所氏名
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